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平成２６年度重点事業 

 

平成 26年 3月 27日 
千葉県総合支援協議会  

 
                             

平成２６年度当初予算の概要（障害福祉課関係予算） 

≪総額≫ 38,597,982千円 

    （対前年度 6月現計から、3,599,198千円増 +10.3%） 

≪うち社会保障費≫ 

     36,078,873千円 

    （対前年度 6月現計から、4,449,739千円増 +14.1%） 

 

 

１ 入所施設から地域生活への移行の推進 

 ・グループホーム等の拡充及び日中活動の場の充実 

２ 精神障害のある人の地域への移行の推進 

 ・精神障害のある人の地域移行・地域定着の着実な推進 

３ 障害のある人への理解を広げ権利を擁護する取組の推進 

・障害者虐待防止法の円滑な施行と障害のある人への差別をなくすための取組みの 

推進  

４ 障害のある子どもの療育支援体制の充実 

 ・障害のある子どもの在宅支援の推進 

５ 障害のある人の相談支援体制の充実 

  ・改正障害者自立支援法（現 障害者総合支援法）の施行に伴う相談支援体制の充実 

６ 障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労の充実 

 ・障害のある人の一般就労及び福祉的就労の推進 

７ 障害のある人一人ひとりに着目した支援の充実 

 ・障害特性に配慮した支援の拡充及び地域に密着した支援の推進 
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２．精神障害のある人の地域への移行の推進 
ポイント：精神障害のある人の地域移行・地域定着の着実な推進 

 

【拡充】 

○地域移行・地域定着事業の確実な実施 21,218千円（25年度 21,218千円） 

  ①各圏域に配置した圏域連携コーディネーターによる協議会運営等を通じた関係機関

間の連携体制を強化する。 

  ②遠隔地での入院を余儀なくされ、以前生活していた地域への退院を希望する人の 

退院支援を推進する。 

  ③概ね６０歳以上の高齢入院患者（主診断名が統合失調症の者）の退院に向けた支援

を推進する。 

 

○地域移行の取り組みへのインセンティブとしての「地域移行・定着協力病院」の指定・ 

周知（上記と一体的に実施） 

病院内の地域移行に向けた取組、地域との連携、退院に向けた会議への関係者の参加 

や退院後の訪問等を行うなど、地域移行支援に取り組む精神科病院を「地域移行・定着

協力病院」として指定し、公表することを通じたインセンティブによる地域移行・定着

を推進する。 

 

【継続事業】 

○地域生活支援の推進 837,600千円（25年度 749,095千円）           

精神障害のある人の地域移行において生活拠点の確保のため、グループホーム等の

質・量的な充実を継続的に進める。 

  また、公営住宅の優先入居及び賃貸住宅への入居支援制度について引き続き実施して 

いく。 

 

○精神科救急医療の充実強化 144,474千円（25年度 146,035千円）     

  精神疾患の急激な発症や精神症状の急変などにより、早急に適切な医療を必要とする 

精神科救急患者の相談を実施する。 

  また、入院を必要とする精神科救急患者や措置入院患者が速やかに入院できるよう、 

精神科病院に空床を確保するとともに、より円滑なシステムの運用を目指す。 

さらに、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく警察官通報による緊急性

の高い精神疾患患者の受療を円滑に行うため、県の通報処理体制について、24時間 365

日機能する精神科救急医療システムの関係機関等との連携を含めた夜間休日の体制の 

整備を図る。 

 

 

 

 

 
 


